








政 策 金 融 改 革 の 流 れ
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『行政改革の重要方針』
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『行政改革推進法』成立
(H18.5.26)

『行政改革推進法』成立
(H18.5.26)

・政策金融の機能の見直し、縮減

・対GDP比半減目標

・政策金融機関の再編の基本方針
①5機関を統合し、一つの新政策
金融機関へ

②商工中金と政策投資銀行は完
全民営化

③公営企業金融公庫を廃止

・危機対応体制の整備



政策金融改革における組織の改編

平成20年9月まで

○ ８機関の貸付残高合計90.2兆円
※数字は平成16年度末の貸付残高

国民生活金融公庫（9.6兆円）

農林漁業金融公庫（3.3兆円）

中小企業金融公庫（7.5兆円）

沖縄振興開発金融公庫（1.4兆円）

国際協力銀行（19.8兆円）

日本政策投資銀行（14.0兆円）

商工組合中央金庫（9.6兆円）

公営企業金融公庫（25.0兆円）

政策金融改革関連法案を平成19年通常国会に
提出し、成立

独立行政法人国際協力機構（ＪＩＣＡ）に統合

廃止

株式会社日本政策金融公庫
・ 政策金融の的確な実施と効率的な事業運営の両立

・ 明確な経営責任と透明性の確保

・ 統合効果の発揮と利用者の利便性の向上

・ 民間補完に徹しながら業務の必要性を不断に見直し

(注)法令上は「沖縄公庫は平成24年度以降に統合」するとされている。

※「新たな沖縄振興策の検討の基本方向について」（平成23年9月)
今後の沖縄振興においても、沖縄の特殊事情を踏まえた政策金

融機能は引き続き重要であり、それを担う体制については、政策金
融改革の趣旨を踏まえつつ、沖縄県の要望にも留意して検討する。

株式会社日本政策投資銀行
（特殊会社化）

・ 地方公共団体は共同して資金調達のための新組織（地方公営企業等金融機構）を自ら設立。
（平成20年8月）

・ 新組織は、公営企業金融公庫の権利及び義務を承継。
・ 国は新たな出資・保証等の関与を行わない。
・ 平成21年6月から一般会計向け貸出を業務追加。名称を地方公共団体金融機構に変更。

・ 平成27年4月からおおむね5年後から7年
後を目途に政府出資の全部を処分
（ただし、平成26年度末までに、それまでの取
り組みを踏まえ、必要な検討や措置を行う。
それまでの間、政府出資の処分を停止。）

新体制（平成20年10月以降）

○ 平成20年度末における政策金融の貸付残高のＧＤＰ比を平成16年度末
に比べて半減

（注）海外経済協力（円借款）については、改正JICA法案を
平成18年臨時国会に提出し、成立

株式会社商工組合中央金庫
（特殊会社化）

地方公共団体金融機構

統
合

民
営
化

廃
止

完全民営化
（政府保有株式の全数処分）

完全民営化
（政府保有株式の全数処分）

（新組織）

海外経済協力（円借款）（11.3兆円）

国際金融（8.5兆円）

国際協力銀行

⇒業務を拡充の上、
平成24年4月分離



政策金融改革における沖縄公庫の取扱い

○簡素で効率的な政府を実現するための行政改革 の推進に関する法律（平成
18年法律第47号）抄

（沖縄振興開発金融公庫の在り方）
第11条 沖縄振興開発金融公庫は、沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第
４条第１項に規定する沖縄振興計画に係る同条第３項に規定する平成14年度を初
年度とする10箇年の期間が経過した後において、新政策金融機関に統合するもの
とする。

２ 沖縄振興開発金融公庫の業務は、新政策金融機関に承継させる。ただし、平成
20年度において、沖縄の置かれた特殊な諸事情にかんがみ特に存続させる必要が
あるものを除き、日本政策投資銀行の業務に相当する業務は廃止し、国民生活金
融公庫、農林漁業金融公庫及び中小企業金融公庫の業務に相当する業務について
は第８条第２項ただし書、第９条第２項ただし書及び前条第２項ただし書の規定
に準じた措置を講ずるものとする。

３ 第１項の統合に当たっては、沖縄県の区域を管轄する新政策金融機関の事務所
が、沖縄の振興に関する施策に金融上の寄与をするため、前項本文の業務を自立
的かつ主体的に遂行することを可能とする体制を整備するものとする。
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